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○伊豆市建築物等耐震改修促進事業費補助金交付要綱 

平成19年５月28日告示第69号 

改正 

平成20年４月１日告示第39号の４ 

平成23年１月17日告示第５号 

平成23年７月20日告示第106号 

平成27年３月31日告示第50号 

平成28年９月30日告示第147号の２ 

平成29年１月４日告示第１号 

平成29年３月31日告示第61号 

平成30年３月20日告示第41号 

平成31年３月29日告示第67号 

令和２年３月31日告示第77号 

令和３年４月１日告示第85号 

令和６年３月28日告示第48号 

伊豆市建築物等耐震改修促進事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、地震発生時における住宅、建築物等の倒壊等による災害を防止するため、建築物

等耐震改修促進事業を実施する者に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとし、

その交付に関しては、伊豆市補助金等交付規則（平成16年伊豆市規則第42号）及びこの告示の定

めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型） 既存建築物（昭和56年５月31日以前に建

築された建築物及び同日において工事中であった建築物をいう。以下同じ。）のうち木造住宅

（木造軸組工法で、居住のために継続して利用する建物をいう。以下「既存木造住宅」という。）

の精密診断の結果、耐震評点（耐震診断による総合評点をいう。以下同じ。）が1.0未満である

ものに補強計画（補強前の耐震評点が0.3以上の効果があり、かつ、補強後の耐震評点が1.0以

上となる計画に限る。）を策定する事業及び耐震補強工事を実施する事業をいう。 

(２) 建築物耐震診断事業 既存建築物の耐震診断を実施する事業をいう。 

(３) ブロック塀等撤去事業 地震発生時における倒壊又は転倒の危険性のあるブロック塀等

（住宅又は事業所等から伊豆市地域防災計画に定める避難所及び避難地等へ至る私道を除く経

路に面するブロック塀等に限る。）を撤去する事業をいう。 

(４) ブロック塀等改善事業 地震発生時における倒壊又は転倒の危険性のあるブロック塀等

（住宅又は事業所等から伊豆市地域防災計画に定める避難所及び避難地等へ至る私道を除く経

路に面するブロック塀等に限る。）を安全な塀に改善（改修、フェンス等他の安全性を確保し

た塀（組積造の塀を除く。）又は生垣への転換をいう。以下同じ。）する事業をいう。 

(５) 美しいいえなみ整備事業 住宅又は事業所等から伊豆市地域防災計画に定める避難所及び

避難地等へ至る私道を除く経路に、新たに樹木等を植樹又は設置し、緑の連続性や周囲との調

和に配慮したいえなみを整備する事業をいう。 

(６) 建築物補強計画策定事業 既存建物（延床面積1,000平方メートル以上で、かつ、原則とし

て地上３階建て以上の耐火又は準耐火構造のものであって、既存木造住宅以外のものをいう。

（国、地方公共団体その他公の機関が所有するものを除く。））の補強計画の策定を実施する

事業をいう。 
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(７) 建築物耐震化助成事業 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号。以

下「法」という。）附則第３条第１項各号に規定する既存耐震不適格建築物であって、建築物

の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第429号）附則第２条第１項各号に規定す

る建築物に該当する建築物の耐震補強、建替え又は除却工事を実施する事業をいう。 

(８) 緊急輸送ルート等 法第５条第３項第２号の規定に基づき、静岡県耐震改修促進計画に、

沿道建築物が地震によって倒壊した際に、その道路の通行を妨げ、相当多数の県民の円滑な避

難が困難になることを防止するため、沿道建築物の所有者等に耐震診断の実施及び結果の報告

を義務付ける記載をした道路をいう。 

(９) 緊急輸送ルート等沿道建築物 前号に掲げる道路に接する法第５条第３項第２号に規定す

る通行障害既存耐震不適格建築物をいう。 

(10) 緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業 緊急輸送ルート等沿道建築物の補強計画

の策定を実施する事業をいう。 

(11) 緊急輸送ルート等沿道建築物耐震化助成事業 緊急輸送ルート等沿道建築物の耐震補強、

建替え又は除却の工事を実施する事業をいう。 

(12) 伊豆市建築物等耐震改修促進事業 第１号から前号まで（第８号及び第９号を除く。）に

掲げる事業をいう。 

(13) 高齢者のみが居住する住宅等 次のいずれかに該当するものをいう。ただし、借家の場合

を除く。 

ア 65歳以上の者のみが居住（当該者以外に満15歳未満の者又は満18歳未満で就学している者

のみが同居する場合を含む。）する住宅 

イ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交

付を受けている者のうち障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）

別表第５に掲げる１級若しくは２級に該当する下肢不自由、体幹不自由若しくは視覚障害の

者が居住する住宅 

ウ 介護保険法（平成９年法律第123号）による要介護者又は要支援者が居住する住宅 

エ 療育手帳（昭和48年９月27日厚生省発児第156号厚生事務次官通知）又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和25年第123号）第45条に規定する精神障害者保険福祉手帳の交

付を受けている者が居住する住宅 

(14) 中小企業者 旅館業法（昭和23年法律第138号）第２条第１項に規定する旅館業を営む、資

本金が5,000万円以下又は従業員が200人以下の者をいう。 

（補助の対象及び補助率） 

第３条 補助の対象及び補助金の額は、別表第１に掲げるとおりとする。 

２ 事業ごとの補助金の額は、1,000円未満の端数を切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、事業ごとの建築物等耐

震改修促進事業補助金交付申請書に次に掲げる事業ごとの関係書類を添付し、市長に提出しなけ

ればならない。 

(１) 建築物耐震診断事業、建築物補強計画策定事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画

策定事業（様式第１号） 

ア 見積書の写し 

イ 案内図（縮尺2,500分の１以上の地図） 

ウ 昭和56年５月31日以前に建築（10㎡以上の増築、改築を含む。）したことを証明するもの

で次のいずれかの書類の写し 

(ア) 建築確認通知書 

(イ) 固定資産税課税台帳登録証明書（家屋） 
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(ウ) 家屋の登記事項証明書 

(エ) (ア)、(イ)及び(ウ)に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

エ 平面図 

オ 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書（平成25年

10月４日国土交通省住宅局市街地建築課市街地住宅整備室事務連絡 様式１）の写し（建築

物補強計画策定事業に限る。） 

カ 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書の写し（緊

急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業に限る。） 

キ 耐震診断を行う緊急輸送ルート等沿道建築物が区分所有又は共有の建築物等の場合は、耐

震診断の実施について所有者間で承認されていることが確認できるもの（総会議事録、同意

書）（緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業に限る。） 

ク 耐震診断結果報告書の写し（建築物補強計画策定事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物補

強計画策定事業に限る。） 

(２) ブロック塀等撤去事業、ブロック塀等改善事業及び美しいいえなみ整備事業（様式第１号

の２） 

ア 見積書の写し 

イ 案内図（縮尺2,500分の１以上の地図） 

ウ 事業施行前の配置図 

エ 事業施行前の写真 

オ 設計図面（平面図、立面図）（ブロック塀等撤去事業を除く。） 

カ 断面図（ブロック塀等改善事業に限る。） 

(３) 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型）（様式第１号の３） 

ア 耐震補強計画の作成及び補強工事に要する経費の見積書の写し 

イ 案内図（縮尺2,500分の１以上の地図） 

ウ 昭和56年５月31日以前に建築（10㎡以上の増築、改築を含む。）したことを証明するもの

で次のいずれかの書類の写し 

(ア) 建築確認通知書 

(イ) 固定資産税課税台帳登録証明書（家屋） 

(ウ) 家屋の登記事項証明書 

(エ) (ア)、(イ)及び(ウ)に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

エ 耐震診断結果報告書 

オ 平面図（補強前） 

カ 家族構成報告書（高齢者のみが居住する住宅等に該当する場合。様式第２号） 

(４) 建築物耐震化助成事業、緊急輸送ルート等沿道建築物耐震化助成事業（様式第１号の４） 

ア 見積書の写し 

イ 案内図（縮尺2,500分の１以上の地図） 

ウ 平面図（補強前後） 

エ 対象建築物の建築年月が確認できる書類 

オ 耐震診断結果報告書の写し（建替え又は除却の工事の場合） 

カ 耐震診断に係る評定書（法第14条第１号に掲げる建築物又は階数が３以上で床面積の合計

が1,000㎡以上の建築物に限る。）の写し（建築物耐震化助成事業における建替え又は除却の

工事の場合） 

キ 耐震補強計画結果報告書及び評定書（法第14条第１号に掲げる建築物又は階数が３以上で

床面積の合計が1,000㎡以上の建築物に限る。）の写し（耐震補強工事に限る。） 

ク 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書（平成25年
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10月４日国土交通省住宅局市街地建築課市街地住宅整備室事務連絡 様式１）の写し（建築

物耐震化助成事業に限る。） 

ケ 改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書の写し（緊

急輸送ルート等沿道建築物耐震化助成事業に限る。） 

コ 計画建物の建築確認済証の写し（建替工事に限る。） 

サ 工事概要がわかる図面（建築物耐震化助成事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物耐震化助

成事業における耐震補強工事又は建替えの場合） 

シ 既存建築物の概要がわかる図面（建築物耐震化助成事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物

耐震化助成事業における除却の工事の場合） 

ス 中小企業者であることを証する書類の写し（中小企業者に限る。） 

セ アからスまでに掲げるもののほか、必要と認めたもの 

（交付の決定） 

第５条 市長は前条の規定による申請があったときは、これを審査し、当該申請が適当であると認

めたときは、補助金交付を決定し、建築物等耐震改修促進事業費補助金交付決定通知書（様式第

３号）により申請者に通知するものとする。 

（事業の変更等） 

第６条 前条の規定により補助金の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号

のいずれかに該当する場合は、建築物等耐震改修促進事業変更等承認申請書（様式第４号）によ

り、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

(１) 補助事業の内容の変更をしようとする場合 

(２) 総事業費の20パーセントを超える額の変更をしようとする場合 

(３) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

(４) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

（変更等の承認） 

第７条 市長は、前条の規定による変更等の内容を認めた場合は建築物等耐震改修促進事業変更等

承認通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。 

（設計の確認） 

第８条 木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型）を実施する補助事業者は、耐震補強計画の

作成が完了したときは建築物等耐震改修促進事業設計等確認依頼書（様式第６号）に次の関係書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 耐震補強計画に要した経費の領収書の写し 

(２) 耐震補強工事に要する経費の見積書の写し 

(３) 耐震補強計画結果報告書 

(４) 平面図（補強後） 

(５) 静岡県耐震診断補強相談士登録証の写し 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

（設計の承認） 

第９条 市長は、前条の規定による設計等の内容を認めた場合は建築物等耐震改修促進事業設計等

承認通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は前項の通知を受けた日より、耐震補強工事を実施することができる。 

（実績報告） 

第10条 補助事業者は、当該補助事業が完了したときは建築物等耐震改修促進事業実績報告書（様

式第８号）に次の関係書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 契約書又は領収書の写し 

(２) 耐震診断結果報告書（建築物耐震診断事業に限る。） 
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(３) 補強計画書（建築物補強計画策定事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業

に限る。） 

(４) 施工箇所毎の施工中及び完了時の写真（建築物耐震診断事業、建築物補強計画策定事業及

び緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業を除く。） 

(５) 静岡県耐震診断補強相談士登録証の写し（木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型）

に限る。） 

(６) 完成図面（ブロック塀等改善事業及び美しいいえなみ整備事業に限る。） 

(７) 新築建築物の完了検査済証の写し（建築物耐震化助成事業及び緊急輸送ルート等沿道建築

物耐震化助成事業における建替え工事の場合） 

(８) 建築物除却届の写し（建築物耐震化助成事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物耐震化助成

事業における除却工事の場合） 

(９) 計画通りに耐震補強工事又は建替工事を行ったことを証する工事監理報告書等の写し（建

築物耐震化助成事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物耐震化助成事業に限る。） 

(10) 耐震診断実施者（補強計画策定者）の登録資格者講習受講証の写し等（建築物補強計画策

定事業及び緊急輸送ルート等沿道建築物補強計画策定事業に限る。） 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたもの 

２ 前項の書類は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった

日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに提出しなくてはならない。ただし、市長が特

別の理由があると認めるものは、この限りでない。 

（補助金の額の確定） 

第11条 市長は前条の実績報告を受けたときは、その内容を審査し適当であると認めたときは、補

助金の額を確定し、建築物等耐震改修促進事業費補助金交付確定通知書（様式第９号）により補

助事業者に通知するものとする。 

（請求の手続） 

第12条 補助事業者は前条の通知を受けた日から起算して10日以内に補助金支払請求書（様式第10

号）を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、公示の日から施行し、平成19年度分の補助金から適用する。 

２ 次の告示は、廃止する。 

(１) 伊豆市ブロック塀等耐震改修促進事業費補助金交付要綱（平成17年伊豆市告示第29号） 

(２) 伊豆市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付要綱（平成16年伊豆市告示第180号） 

３ この告示の施行の日の前日までに伊豆市ブロック塀等耐震改修促進事業費補助金交付要綱及び

伊豆市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付要綱の規定により交付の決定のあった補助金につ

いては、それぞれ従前の例による。 

４ 平成29年１月１日から平成30年３月31日までに交付の決定があった補助金については、別表第

１中「40万円」とあるのは「70万円」と、「60万円」とあるのは「90万円」と読み替えるものと

する。 

附 則（平成20年４月１日告示第39号の４） 

改正 

平成23年１月17日告示第５号 

１ この告示は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 平成23年１月17日から平成23年３月31日までに、交付の決定があった補助金については、別表

第１中「40万円」とあるのは「70万円」と、「60万円」とあるのは「90万円」と読み替えるもの
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とする。 

附 則（平成23年１月17日告示第５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成23年７月20日告示第106号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成23年６月30日以降に工事請負契約を締結する耐震補強工

事に係る補助金から適用する。 

附 則（平成27年３月31日告示第50号） 

この告示は、公示の日から施行し、平成27年度分の補助金から適用する。 

附 則（平成28年９月30日告示第147号の２） 

改正 

平成29年１月４日告示第１号 

この告示は、公布の日から施行し、平成28年９月１日以降の申請分から適用する。ただし、別表

第１木造住宅補強計画策定事業において高齢者のみが居住する住宅等に該当する場合のただし書に

ついては、平成29年１月１日から適用する。 

附 則（平成29年１月４日告示第１号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日告示第61号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月20日告示第41号） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

２ 平成30年４月１日から平成33年３月31日までに、交付の決定があった補助金については、別表

第１中「40万円」とあるのは「70万円」と、「60万円」とあるのは「90万円」と読み替えるもの

とする。 

附 則（平成31年３月29日告示第67号） 

この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日告示第77号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日告示第85号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

  附 則（令和６年３月28日告示第48号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

補助の対象 
補助率（額） 

事業の区分 経費 

１ 木造住宅耐震

補強助成事業

（補強計画一体

型） 

対象建築物の所有者又は居住者が

行う当該事業に要する経費（設計及

び補強計画に要する費用を除く。） 

１戸ごとに、当該事業に要する経費の額

とし、100万円（高齢者のみが居住する

住宅等については、120万円）を上限と

する。 

２ 建築物耐震診

断事業 

対象建築物の所有者、居住者又は使

用者が行う当該事業に要する経費 

１棟ごとに、当該事業に要する経費と別

表第２に定める単価により算出した額

と比較して、いずれか少ない額の３分の

２以内 

３ ブロック塀等

撤去事業 

対象物の所有者、居住者又は使用者

が行う当該事業に要する経費（工事

当該事業に要する経費と撤去するブロ

ック塀等の延長に１メートルにつき２
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費に限る。） 万円を乗じて得た額とを比較して、いず

れか少ない額の３分の２以内とし、１敷

地につき26万6,000円を限度とする。 

４ ブロック塀等

改善事業 

対象物の所有者、居住者又は使用者

が行う当該事業に要する経費（工事

費及び設計に要する費用に限る。） 

当該事業に要する経費と改善するブロ

ック塀等の延長に１メートルにつき

38,400円を乗じて得た額とを比較して、

いずれか少ない額の３分の１以内とし、

１敷地につき16万6,000円を限度とす

る。（ブロック塀の撤去後生垣の設置を

行うものについては、いずれか少ない額

の３分の２以内とし、１敷地につき33万

3,000円を限度とする。） 

５ 美しいいえな

み整備事業 

対象物の所有者が行う当該事業に

要する経費（工事費及び植樹等に要

する費用に限る。） 

当該事業に要する経費といえなみを整

備する延長に１メートルにつき38,400

円を乗じて得た額とを比較して、いずれ

か少ない額の３分の２以内とし、１敷地

につき33万3,000円を限度とする。 

６ 建築物補強計

画策定事業 

対象建築物の所有者が行う当該事

業に要する経費 

１棟ごとに、当該事業に要する経費と別

表第３に定める金額を比較して、いずれ

か少ない額の３分の２以内 

７ 建築物耐震化

助成事業 

対象建築物の所有者が行う当該事

業に要する経費 

１棟ごとに、当該事業に要する経費と対

象建築物の延床面積に１平方メートル

当たり51,200円（免震工法その他特殊な

工法による場合等にあっては、１平方メ

ートル当たり83,800円）を乗じた額とを

比較して、いずれか少ない額の100分の

44.8以内（中小企業者にあっては、100

分の28.75以内）とする。 

８ 緊急輸送ルー

ト等沿道建築物

補強計画策定事

業 

対象建築物の所有者が行う当該事

業に要する経費 

耐震補強計画の策定に要する経費と別

表第４に定める基準額とを比較して、い

ずれか少ない額 

９ 緊急輸送ルー

ト等沿道建築物

耐震化助成事業 

対象建築物の所有者が行う当該事

業に要する経費 

耐震補強、建替え又は除却に要する経費

と別表第５に定める基準額とを比較し

て、いずれか少ない額の５分の４以内 

備考 

１ 共同住宅、長屋等は、１棟を１戸とみなす。 

２ 借家については入居者の同意を得たうえ、所有者が申請するものとする。 

別表第２（別表第１関係） 

対象建築物の延べ床面積 １戸建て住宅 左記以外 

1,000㎡未満 1,000円／㎡ 3,600円／㎡ 

1,000㎡以上2,000㎡未満 1,000円／㎡ 1,540円／㎡ 

2,000㎡以上  1,030円／㎡ 
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別表第３（別表第１関係） 

対象建築物の延べ床面積 基準額 

1,000㎡以上2,000㎡未満 4,200千円／棟 

2,000㎡以上3,000㎡未満 5,400千円／棟 

3,000㎡以上 6,000千円／棟 

別表第４（別表第１関係） 

用途 床面積等 基準額 

一戸建て住宅 

 木造で図面有りの場合：144,000円 

木造で図面無しの場合：259,000円 

非木造住宅 1,800千円 

一戸建て住宅以外 

木造住宅 図面有りの場合：144,000円／棟 

図面無しの場合：259,000円／棟 

～1,000㎡未満 3,000千円 

1,000～2,000㎡未満 4,800千円 

2,000～3,000㎡未満 6,000千円 

3,000～5,000㎡未満 7,200千円 

5,000～10,000㎡未満 9,000千円 

10,000㎡～ 10,800千円 

別表第５（別表第１関係） 

用途 基準額 

住宅（マンションを除く。） 34,100円／㎡ 

マンション 50,200円／㎡ 

（免震等特殊工法の場合は83,800円／㎡） 

建築物 51,200円／㎡ 

（免震等特殊工法の場合は83,800円／㎡） 


